
は じ め に

本書は、同族会社における合併・分割の実務を総合的に解説する新刊

書として刊行されるものです。

会社や事業を整理・統合したり、不採算事業の整理を行ったりするう

えで、合併および会社分割などの企業組織再編成の有効性が認識され、

中小の同族会社においても活用例が増加する傾向が顕著です。同族一族

が支配する法人同士の合併による統合、不採算事業を整理する会社分

割、事業承継対策としての会社分割の事案など、様々な場面で活用され

ています。

これらの活用にあたっては、その法務のポイントを押さえたうえで、

特に税務上の取扱いについての総合的かつ横断的な理解・整理が重要で

す。税務上の取扱いとしては、適格判定を正しく行うことだけではな

く、同族会社特有の問題、会計処理および税務処理、別表の記載方法、

繰越欠損金の引継ぎ制限または使用制限の有無の判定など、専門的な観

点からの十分な理解・整理が必要不可欠です。

また、別表の記載を行うにあたっては、会計処理と税務処理との比較

も必要になります。会計上の仕訳と税務上の仕訳をそれぞれ確認し、そ

の差異については別表の調整が必要になります。

本書の第１章においては、「合併・分割の法務」を取り上げていま

す。合併および分割の手続の流れが整理できるようになっており、ま

た、株主総会の決議を省略できる場合とできない場合をわかりやすくま

とめています。さらに、合併比率および分割比率の算定方法、債務超過

会社の合併および債務超過の事業の分割の取扱いなどを記述していま

す。



第２章では、「同族会社の合併・分割における適格判定」について詳

しく記述しています。個人が株主である場合の適格判定の方法と留意

点、無対価合併が適格合併になるための要件および無対価分割が適格分

割となるための要件を詳細にまとめています。また、できる限り具体例

を交えながら解説しました。

第３章では、「企業組織再編税制の基本的な取扱い」を詳しく解説し

ました。企業組織再編成において課税が生じ得る３つの場面と課税が生

じないための要件、適格合併に係る適格要件の内容と留意点、適格分割

に係る適格要件の内容と留意点については、個々の適格要件の内容と留

意点を詳しく解説しています。

第４章では、「合併の処理」を解説しています。適格合併の税務処理、

繰越欠損金の引継ぎ方法（別表の記載例を含む）、合併の会計処理、繰

越欠損金の引継ぎ制限、使用制限等について、詳しく解説しています。

また、章の最後に、同族会社間の合併の事例を取り上げ、具体的な仕

訳、別表の記載方法についても解説しています。

第５章では、「分割の処理」を解説しています。適格分割型分割およ

び適格分社型分割の税務処理および会計処理、非適格分割型分割および

非適格分社型分割の税務処理および会計処理をパターンごとにまとめて

います。また、章の最後に、同族会社の分割の事例を取り上げ、具体的

な仕訳、別表の記載方法についても解説しています。

第６章では、「合併、分割の税務処理（細目）」を解説しています。合

併および分割ごとに、引当金・準備金、減価償却資産、圧縮記帳、一括

償却資産、繰延消費税額等、繰延資産、確定申告書の添付書類、消費

税・不動産取得税・登録免許税などの細目についてまとめています。

第７章では、「持株会社化、M & Aの活用」について解説していま

す。最近では、中小の優良会社において持株会社化を図る事例が徐々に



増加傾向にあります。株式の売買により事業の整理・統合がしやすいと

いうメリットが大きいからであると考えられます。持株会社グループの

中での組織再編成の実務処理、子法人の解散・清算の場面における実務

処理や留意点、株式の譲渡（M & A）の実務、営業権の評価方法、営業

の許認可の承継の可否についてもまとめています。

第８章では、「合併か解散かの選択ポイント」について解説していま

す。会社を整理するときに、合併が有利になるケースと解散・清算が有

利になるケースがそれぞれあります。「ケースごとの選択」の中では、

同族会社において後継者がいない場合、不採算会社の整理、関係会社と

の間の貸付金・借入金がある場合など、ケースごとの事例やポイントを

まとめています。

本書の記述にあたっては、平成２９年度税制改正事項についても、政省

令ベースの内容までをできる限り盛り込んでいます。同族会社における

合併・分割の実務について、実務家の皆様のご参考となっていただけれ

ば幸いです。

なお、本書の内容のうち意見にわたる部分には、筆者の個人的見解が

含まれています。したがって、文責はすべて筆者にあることをお断りし

ておきます。

最後に、本書の企画・編集・校正にあたっては、（株）税務研究会の

堀直人氏にご尽力をいただきました。この場を借りて心から謝意を申し

上げます。

平成２９年６月

公認会計士・税理士 太田達也
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第1章
合併・分割の法務



Ⅰ 合併
１． 合併の意義
合併とは、２つ以上の会社が合併契約により１つの会社になることを

いう。合併は、吸収合併と新設合併の２類型からなる。吸収合併とは、

一方の当事会社が解散し、解散会社のあらゆる権利・義務が合併法人に

包括的に承継される合併である。また、新設合併とは、既存の当事会社

が解散し、解散会社のあらゆる権利・義務が新設会社に包括的に承継さ

れる合併である。

合併の場合、資産・負債が個々の移転手続なしに包括的に承継される

という点がポイントである。事業譲渡のように個別の移転手続を必要と

しない１。そのため、万が一消滅会社に簿外負債があるときは、それも

存続会社に承継されることになる。

なお、新設合併は、①証券取引所の上場資格等が新設会社には承継さ

れず、再度取得し直す必要があること、②営業の許認可については設立

前に申請できず、事業がスムーズに継続できない問題が生じ得ること、

③新株発行手続、不動産の所有権移転の登記等の手続が、当事会社すべ

てについて求められるため、合併に必要な費用や事務作業量が増大する

こと、以上の理由からそれほど利用されていない。

同族会社における合併も吸収合併が中心であり、特に同一の同族株主

グループが発行済株式等の過半数を所有している法人間の合併が多い。

２． 合併の手続
合併の手続は、次の流れによる。このなかで、株主総会の決議と債権

１ 不動産の移転については、第三者対抗要件を具備するために、所有権の移転に係る登
記が必要になる。
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者保護手続が重要な柱である。すなわち、株主の大多数の承認が得られ

ること、債権者（特に銀行等の大口債権者）が異議の申述をしないこ

と、この２つが満たされることが必要である。

会社法上、合併の主な手続である株主総会の承認決議、債権者保護手

続、反対株主の株式買取請求の手続などについて、それぞれ同時並行的

に進めることもできる取扱いになっている。したがって、株主総会の承

認決議の前に、債権者保護手続を先行して行うことも可能であるし、両

者を同時並行的に進めることも可能である。

なお、会社法上、簡易合併または略式合併に該当する場合は、株主総

会の決議を省略でき、取締役会の承認のみで機動的な対応が可能である

とされているが、同族会社においては、後で説明する簡易合併または略

式合併の要件を満たせない場合も多く、株主総会の決議を行う場合が多

いと考えられる。
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＜合併の手続の流れ＞

合併契約書の承認に

係る取締役会決議

（合併契約書の記載事項）

存続会社、消滅会社の商号および住所、消滅

会社の株主が所有する株式に代えて交付する

対価に関する事項、対価の割当てに関する事

項（合併比率）、合併後の存続会社の資本金

および準備金に関する事項、合併の効力発生

日など

事前開示書類の備置 備置開始日から合併の効力発生日後６ヵ月を

経過する日まで所定の書面もしくは電磁的記

録を本社に備え置かなければならない。

取 締 役 会 決 議 株主総会の招集の決定に係る決議を行う。

株 主 総 会 の 決 議 合併契約の承認に係る決議を行う。

簡易合併または略式合併の場合は省略できる。

反対株主の株式買取

請求期限

反対株主は、株式買取請求権を行使すること

ができる（買取請求に係る株式の数を明らか

にして）。

債 権 者 保 護 手 続

（公告・催告）

公告および催告を行う。

4



⑴ 取締役会決議

合併契約を締結することは、業務執行行為であるため、代表取締役が

行うが、重要な業務執行行為に当たることから、それに先立って取締役

会で決議することになる。また、取締役会において株主総会の日程も含

めて、具体的なスケジュール等を検討することになる。

⑵ 合併契約の締結

合併契約は、株主総会における承認事項とされ、また、株主総会に先

立って本店に備え置きが必要な事前開示事項に含まれているため、手続

のスタートとなる場合が少なくない。規模の大きい会社の合併の場合

合併の効力発生日 合併の効力発生日は、吸収合併契約書に記載

する事項であり、原則としてその日に効力が

発生する（新設合併の場合は、設立の登記の

日に効力が発生する）。

合 併 の 登 記 合併の効力発生日から２週間以内に登記を行

う必要がある。

事後開示書類の備置 合併の効力発生日から６ヵ月間、所定の事項

を記載した書面もしくは電磁的記録を本社に

備え置かなければならない。

合併無効の訴えの提

訴期限

合併無効の訴えは、合併の効力発生日から６

ヵ月以内に訴えをもってのみ可。
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は、合併契約に先立って覚書を取り交わす場合が多いが、同族会社の合

併の場合は、直接合併契約を締結する場合もあると思われる。

合併条件、存続会社・新設会社の組織・体制、合併手続の進行時期な

どを法定記載事項として記載する。

⑶ 事前開示書類の本店への備置き

合併の各当事会社は一定期間にわたり、合併契約の内容など所定の事

項を記載した書面（もしくは代替する電磁的記録）を本店に備え置かな

ければならない（会社法７８２条１項、７９４条１項）。備置開始日から合併

の効力発生日後６ヵ月を経過する日まで、本店に備え置かなければなら

ない。備置開始日とは、以下のうち最も早い日である。

・株主総会の２週間前の日

・反対株主に対する株式買取請求の通知の日または公告の日のいずれ

か早い日

・債権者保護手続に関する通知または公告の日のいずれか早い日

株主および債権者は、閲覧・謄写の請求をすることができる。株主に

とっては株主総会において合併契約を承認するのかどうかなどの判断材

料になるし、債権者にとっては合併に対して異議の申述をするのかどう

かなどの判断材料になる。

株主だけでなく債権者のために行われる事項でもあるため、すべての

株主の同意があったとしても、原則としてこの手続を省略することはで

きない点に留意する必要がある。
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⑷ 取締役会決議

株主総会を開催するに先立って、取締役会による招集の決定に係る決

議が必要である。

なお、株主全員の同意があるときは、原則として、招集の手続を経る

ことなく、株主総会を開催することができる（会社法３００条）。

⑸ 株主総会によるその承認決議

① 株主総会の決議要件

会社が合併するには、各当事会社の株主総会の決議によって、合併契

約の承認を受けなければならない（会社法７８３条）。ただし、存続会社に

ついては、簡易合併に該当する場合は省略できる。また、消滅会社につ

いては、略式合併に該当する場合は省略できる。簡易合併と略式合併の

内容については、次項で説明する。

合併の決議については、原則として、特別決議が必要である（会社法

３０９条２項１２号）。特別決議とは、株主総会において議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の過半数（３分の１以上の割合を定款で定めた

場合は、その割合以上）を有する株主が出席し、出席した株主の議決権

の３分の２（これを上回る割合を定款で定めた場合は、その割合）以上

の賛成によって決議する方法である。

例外として、消滅会社が公開会社（株式譲渡制限会社以外の会社）で

あり、その株主に対して譲渡制限株式を交付する合併については、消滅

会社の株主総会において、議決権を行使することができる株主の半数以

上（定款で加重されている場合は、加重された割合以上）であって、議

決権を行使することができる株主の議決権の３分の２以上（これを上回

る割合を定款で定めた場合は、その割合）以上の賛成によって決議する

ことが必要である（会社法３０９条３項２号）。特殊決議といい、特別決議
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よりも重い要件が課される。

合併に反対する株主は、会社に対して自己の有する株式を買い取るこ

とを請求することができる（会社法７８５条１項、７９７条１項）。存続会社

および消滅会社のそれぞれの株主に認められている。多数決原理によっ

て合併を決定することから、合併に反対する株主に対して、投下資本を

回収する手段を確保する趣旨である。

② 簡易合併および略式合併の内容

簡易合併および略式合併のそれぞれの具体的要件は、次のとおりで

ある。

簡易合併と略式合併の要件

具体的な要件

簡易合併 消滅会社の株主に交付する財産の帳簿価額の総額が存続
会社の純資産額に占める割合が２０％以下である場合に
は、存続会社において株主総会の承認決議を省略できる
（会社法７８４条２項）。
（通常の存続会社株式を交付する合併の場合は、１株当
たり純資産額×発行株式数が存続会社の純資産額に占め
る割合が２０％以下の場合には、存続会社において株主総
会の承認決議を省略できる。）
ただし、①組織再編成によって合併差損が生じる場合、
②存続会社が非公開会社（株式譲渡制限会社）であり、
消滅会社の株主に対して、存続会社の譲渡制限株式が交
付される場合には、株主総会決議を省略することができ
ない（会社法７９６条２項ただし書）。

略式合併 吸収合併の当事会社の一方が、他方の総株主の議決権の
９０％以上を有するときは、①被支配会社が消滅会社にな
る場合、または、被支配会社が存続会社になる場合のい
ずれであっても、被支配会社の株主総会決議を省略でき
る（会社法７８４条１項、７９６条１項）。
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ただし、①被支配会社が消滅会社になる場合において、
その会社が公開会社であって、かつ、その株主に譲渡制
限株式が交付されるとき、または、②被支配会社が存続
会社になる場合においては、その会社が非公開会社であ
って、かつ、消滅会社の株主に対して、存続会社の譲渡
制限株式が交付されるときは、被支配会社における株主
総会の決議を省略できない（会社法７８４条１項ただし
書、７９６条１項ただし書）。

上記の内容から、同族会社の合併の場合は、存続会社が非公開会社

（株式譲渡制限会社）であり、消滅会社の株主に対して、存続会社の譲

渡制限株式が交付される場合がほとんどであるため、簡易合併の要件を

満たさない。存続会社において、株主総会決議をとるのが通常である。

⑹ 反対株主の株式買取請求

株主総会で合併に反対した株主や株主総会において議決権を行使する

ことができない株主は、投下資本の回収を可能とするために、株式の買

取請求をすることができる。そのため、各株主に通知または公告をする

必要があり、合併の効力発生日の２０日前までに行う必要がある。存続会

社の株主および消滅会社の株主のそれぞれについて株式買取請求権が認

められている。

反対株主は、株主総会に先立って合併に反対する旨の通知をし、株主

総会において反対の議決権行使をすることが必要である。合併の効力発

生日の２０日前から前日まで（新設合併等の場合には、通知・公告から２０

日以内）の間に株式買取請求をする必要がある。その場合、買取請求に

係る株式の数を明らかにして行う必要がある。
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⑺ 債権者保護手続

合併については、存続会社および消滅会社それぞれの債権者にとって

債権の引当てとなる会社財産の変動や債務者の変更を伴うことになるた

め、存続会社および消滅会社のそれぞれすべての債権者に対して債権者

保護手続を行わなければならない。合併の効力発生日（新設合併では新

設会社の成立の日）より前に、その債権者に対する保護手続を終了させ

なければならない（会社法７８９条）。

存続会社および消滅会社は、それぞれの債権者に対して、①合併を行

う旨、②合併の相手となる会社の商号および住所、③当事会社の計算書

類に関する事項、④異議があれば一定の期間内２に異議を述べることが

できる旨を官報に公告し、かつ知れている債権者３に対して個別に催告

を行う必要がある。公告は官報により、催告は知れている債権者に対し

て個別に通知する方法による。公告と催告は原則として両方とも行う必

要がある。ただし、官報による公告に加えて、定款に定めた時事に関す

る事項を掲載する日刊新聞紙による公告または電子公告を併せて行う場

合は、催告を省略することができる。

なお、知れている債権者が存在しない場合、催告を行うことはできな

いが、公告を省略することはできない点に留意する必要がある。

異議を述べた債権者に対しては、個別に弁済するか、または担保提供

もしくは財産の信託（以下、「個別の弁済等」という）をする必要があ

る。通常は異議申述期間の満了をもって債権者保護手続は終了するが、

異議の申述があった場合は、個別の弁済等が終わらない限り、債権者保

護手続は終了しないものとされる。合併の効力発生日前に債権者保護手

２ １ヵ月を下回らない期間を会社が定める。通常は１ヵ月以内に異議を述べることがで
きる旨を定める場合が多い。
３ 知れている債権者とは、債権者を特定することができ、債権の発生原因がおおむね会
社に判明している債権者をいう。
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